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第１章 基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨 

平成 11 年 6 月に施行された「男女共同参画社会基本法」では、男女共同参画社

会について、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき

社会」であると規定されています。 

また、宮城県においては、宮城県男女共同参画推進条例に基づき、令和 3年 3月

に宮城県男女共同参画基本計画（第 4次）を策定し、男女共同参画社会の実現に向

け施策を進めています。 

蔵王町においては、令和 2年 3月に「蔵王町男女共同参画基本計画」を策定し男

女共同参画社会を目指して事業を推進してきました。  

男女共同参画の意識や取組みは少しずつ広まってきているものの、男女の固定的

な役割分担意識、性差に関する偏見や社会制度・慣行等は根強いものがあり、依然

として男女共同参画の理念が町内全域に浸透しているとは言えない状況です。 

本町の持続可能な発展、及び well-being（町民一人一人の幸福）を高めるため

には、引き続き町民誰もがその個性と能力を十分に発揮し、生きがいを持って生活

できる社会を目指す男女共同参画の理念及び推進の必要性を町民に広く普及啓発

し、男女共同参画社会の形成を推進する必要があります。そのため、第二次蔵王町

男女共同参画基本計画（以下「基本計画」という）を策定し、男女共同参画社会の

実現に向けた様々な施策を推進します。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、「男女共同参画社会基本法」（平成 11 年法律第 78 号）第 14 条第 3 項

に基づき、本町における男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進するた

めの基本的な計画とします。 

また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成 13 年

法律第 31 号）第 2 条の 3 第 3 項に基づく、本町における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画として位置付けます。 

併せて、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成 27 年法律第

64 号）第 6 条第 2 項に基づく、本町における女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策についての計画としても位置付けます。 

さらに、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和 4 年法律第 66

号）第 8条 3項に基づく、本町における女性が日常生活又は社会生活を営むに当た

り女性であることにより直面する様々な「困難な問題」に対する支援の推進に関す

る基本的な計画として位置付けます。 

本計画は「第五次蔵王町長期総合計画」を踏まえた部門別計画であり、関連する
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計画と連携を図りながら、本町の男女共同参画を積極的に進めるものとします。 

 

３ 計画の期間 

計画の期間は、令和 7 年度から令和 11 年度までの 5 年間とします。ただし、社

会情勢の変動や計画の進捗状況などに応じて必要な見直しを行います。 

  

４ 計画の推進 

計画推進に当たっては、庁内関係課による連絡調整会議を組織し、計画の総合的

調整及び庁内の横断的な連携強化を図り、効果的な取組みを推進します。 

また、社会の様々な分野において男女共同参画を推進していくために、町の事業

全般について、男女共同参画の視点に配慮しながら、必要に応じて計画達成度合い

の基準を設けるなどして進めていきます。 

町民や町民グループ、事業者、各種団体等に対しては、それぞれ理解と協力を得

ながら、家庭や職場、地域における関係者の自主的な活動及び男女共同参画社会の

実現に向けた取組みへの積極的な参加を働きかけます。 

 

５ 計画とＳＤＧｓ 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、2015 年 9月の国連サミットで採択された、

持続可能でよりよい世界を目指すための国際目標です。国連加盟の 193 カ国におい

て 2030 年までに達成するものとして、17 のゴール（目標）と 169 のターゲット（具

体目標）から構成されています。 

本計画においても、男女共同参画社会の実現に向けた取組みとして、「ゴール 3 す

べての人に健康と福祉を」、「ゴール 5 ジェンダー平等を実現しよう」、「ゴール 10 

人や国の不平等をなくそう」、「ゴール 17 パートナーシップで目標を達成しよう」

の関連目標を踏まえ、男女共同参画社会の実現に向けた取組みを推進していきます。 
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６ 計画の体系 

基 本 目 標 

 施 策 の 方 向 

１ 社会全体における男女共同参画の推進 

 （１） 政策・方針決定過程への女性の参画推進 

（２） 男女共同参画に関する普及啓発活動の充実 

（３） あらゆる暴力の根絶 

（４） 困難な問題を抱える女性への支援体制の確立 

（５） 地域活動における男女共同参画の促進 

２ 家庭生活における男女共同参画の推進 

 （１） 男女が協力し共に築く家庭生活への支援 

（２） 妊娠から子育てまで切れ目のない親子の支援 

（３） 介護に関する社会的支援の充実 

３ 幼児教育及び学校教育における男女共同参画の推進 

 （１） 男女共同参画に関する理解の促進 

（２） キャリア形成を支援する情報提供・意識の啓発 

（３） 健康のための教育の推進 

４ 職場における男女共同参画の推進 

 （１） 職場における女性の参画の促進 

（２） ワーク・ライフ・バランスの推進 

５ 農林水産業・商工自営業における男女共同参画の推進 

 （１） 経営への女性の参画促進 

６ 地域における男女共同参画の推進 

 （１） 地域活動における男女共同参画の推進 

（２） 高齢者、障がい者、単身者等の支援 

７ 地域防災における男女共同参画の推進 

 （１） 地域防災計画策定等への女性参画の推進 

 （２） 地域自主防災組織における女性参画の推進 

 （３） 防災活動における女性消防団員等の登用の推進 
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第２章 男女共同参画の推進に関する施策 

基本目標１  社会全体における男女共同参画の推進            

男女共同参画社会の実現の基礎となる政策・方針決定過程への女性の参画を促進

し、男女共同参画の視点に立った社会組織や制度づくりに努めます。 

また、年代・性別、障がいの有無、性的指向と性自認、国籍等に関わらず、町民

が安心して住み続けることができる地域づくりのため、誰もが、男女共同参画をそ

れぞれの身近な問題として認識するよう、各種関連情報の収集・提供を行うととも

に、ＤＶ（配偶者等からの暴力）、性犯罪などのあらゆる暴力の根絶に向けて、こ

れらを防止するための啓発活動を推進します。併せて、社会の中で困難な問題を抱

える町民が安心・安全な暮らしをおくるための相談支援体制の整備を図ります。 

 

 男女共同参画の推進に関する施策の方向 

 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画推進 

本町における地方自治法第 202 条の 3 に基づく審議会等の女性委員比率は、令和

6年4月現在で20.0％であり、男女が対等に参画している状況とは依然言えません。 

社会の構成員の半数を占める女性の意思及び意見を公正に反映させるため、本町

の各種審議会等委員への女性の登用及び政策・方針決定過程への女性の参画を引き

続き推進していきます。 

また、町の職員については、令和 3年 4月に策定した「蔵王町女性職員の活躍の

推進に関する特定事業主行動計画」に基づき、令和 7年度までに課長級の女性職員

の割合を 20％とすることを目標としています。この目標は、令和 6 年 4月時点に

おいてすでに達成しており、今後も職員の意欲と能力の把握に努め、職務経験の付

与や能力を向上・発揮させる機会の確保について、男女の隔たりがないように配慮

して女性職員の登用に努めていきます。 

施  策  の  項  目 担当課 

１ 町の審議会等委員への女性登用の推進 全課 

２ 町役場や学校教育での管理職への女性登用の推進 
総務課 

教育総務課 
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（２）男女共同参画に関する普及啓発活動の充実 

国では、男女共同参画社会基本法の目的及び基本理念に対する国民の理解を深め

ることを目的として、毎年6月 23日から29日までの1週間を「男女共同参画週間」

として様々な取組みを行っています。本町でも、同期間に合わせ、毎年 6月は「蔵

王町男女共同参画月間」とし、あらゆる世代の住民が男女共同参画の重要性につい

ての認識を継続的に深めることができるよう普及啓発活動を行います。 

施  策  の  項  目 担当課 

３ 男女共同参画に関する普及啓発活動の実施 関係各課 

（３）あらゆる暴力の根絶 

ＤＶ、ストーカー、性犯罪などの暴力は、人権の重大な侵害であり、配偶者や被

害者の心身を著しく傷付けるだけでなく生活上の不利益や労働環境等まで害され

ます。そして、生涯にわたり影響を受けることが少なくありません。これらの暴力

を容認しないという社会的認識の醸成や発生を防ぐため、積極的に啓発活動を行う

とともに関連機関の連携を強化し、相談体制の充実を図ります。 

施  策  の  項  目 担当課 

４ ＤＶ・デートＤＶ・性的暴力等の防止や人権に関する

啓発活動の推進 

まちづくり推進課 

町民税務課 

子育て支援課 

５ 被害者の相談及び保護体制の確立 

町民税務課 

保健福祉課 

子育て支援課 

６ 被害者の自立に向けた支援及び情報の提供 

総務課 

町民税務課 

保健福祉課 

子育て支援課 

７ 若い世代に向けた教育・啓発の推進 
町民税務課 

生涯学習課 
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（４）困難な問題を抱える女性への支援体制の確立 

   様々な背景や困難を抱える女性は、生活困窮、性暴力・性犯罪被害、ストーカー

被害、人身取引被害や家庭関係破綻など、問題が複雑化・多様化しています。女性

が困難な問題を抱えやすい背景には、社会におけるジェンダーギャップ（男女の違

いにより生まれる格差）やアンコンシャスバイアス（無意識の思い込み）等があり

ます。ジェンダー問題への理解の促進、女性の相談体制の整備と生活の安定に向け

た支援の整備に努めていきます。 

施  策  の  項  目 担当課 

８ 多様な困難を抱える女性や若い世代への支援及び情

報提供 

町民税務課 

保健福祉課 

子育て支援課 

（５）地域活動における男女共同参画の促進 

自治会や町内会、各種ボランティアなど様々な活動の場において男女共同参画が

進み、これらの活動の方針決定の場への女性の参画が拡大するよう情報提供を行い

ます。 

施  策  の  項  目 担当課 

９ 地域活動への男女共同参画促進のための情報提供 

まちづくり推進課 

保健福祉課 

生涯学習課 
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基本目標２  家庭生活における男女共同参画の推進            

男女共同参画の推進の基礎は家庭であり、家庭内での相互理解及びコミュニケー

ションを深めるとともに、人権を互いに尊重するという意識づくりが大切です。互

いに協力し合って家事等を行うことのできる環境の整備及び育児や介護を支える

ための社会的支援体制の整備に努めていきます。 

また、現在も家庭や地域、職場などに根強く残っている「女性は家事と育児・ 

男性は労働」というような固定的性別役割意識は、男女共同参画社会の実現を妨げ

る要因になっています。このため、全ての町民が、男女共同参画を身近に捉えられ

るよう継続して啓発活動を実施していく必要があります。 

 

 男女共同参画の推進に関する施策の方向 

（１）男女が協力し共に築く家庭生活への支援 

家族がコミュニケーションを図り、互いに理解を深めて、協力し合いながら家事

等についてそれぞれの責任を担っていくことができるよう、意識の啓発を行うとと

もに、必要な知識及び技能習得の支援を行います。 

施  策  の  項  目 担当課 

10 互いに支え合う家庭生活に関する意識の啓発 

保健福祉課 

子育て支援課 

生涯学習課 

11 男女が協力し責任を担っていくための情報・学習機会 

の提供 

保健福祉課 

子育て支援課 

生涯学習課 

（２）妊娠から子育てまで切れ目のない親子の支援 

男性の育児休業や年次有給休暇の取得率向上に向けた啓発など、育児や子育てし

やすい環境の整備に努めます。 

また、妊娠・出産・子育てに関する相談や情報提供、各種講習会などを実施する

ほか、町独自の各種助成制度による経済的支援、保護者の就労意欲の高まりに対応

した幼児保育・教育環境の整備などを図り、子育て家庭を総合的に支援します。 

施  策  の  項  目 担当課 

12 子どもを産み育てやすい環境の整備 子育て支援課 

13 妊娠・出産・子育てに関する情報の提供及び相談・支 

援体制の整備 

保健福祉課 

子育て支援課 

14 子育て家庭の総合的な支援策の充実 子育て支援課 
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（３）介護に関する社会的支援の充実 

介護保険制度の適切な運営を図り、利用者本位の介護サービスの提供を推進しま

す。また、介護負担を抱えている方の負担を軽減するため、介護サービス基盤の充

実に努めます。 

施  策  の  項  目 担当課 

15 介護を地域で支える制度及び支援体制の整備 保健福祉課 
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基本目標３  幼児教育及び学校教育における男女共同参画の推進            

人間の意識及び価値観の形成の役割を担う教育の場において、人権尊重を基盤と

した男女共同参画の意義が理解されるよう取り組んでいく必要があります。 

このため、教育を通じて児童・生徒の男女共同参画に関する理解の促進に努めま

す。また、性別にとらわれることなく、社会情勢や労働環境の変化に対応して主体

的に進路や職業を選択できる能力を身に付けることができるよう、キャリア教育の

推進を図ります。 

 

 男女共同参画の推進に関する施策の方向 

（１）男女共同参画に関する理解の促進 

児童・生徒に対し人権及び男女共同参画に関する意義が理解されるよう、幼児教

育及び学校教育を通じて取組みを進めます。また、教職員や保護者などが男女共同

参画に関する理解を深められるよう、意識啓発に取り組みます。 

施  策  の  項  目 担当課 

16 人権及び男女共同参画に関する意義の理解に配慮した 

指導の実施 

教育総務課 

子育て支援課 

17 教職員や保護者等の男女共同参画に関する理解の促進 
教育総務課 

子育て支援課 

 （２）キャリア形成を支援する情報提供・意識の啓発 

児童・生徒が性別にかかわらず、人や社会と関わる中で社会性や勤労観を養い、

集団や社会の中で自身の果たすべき役割を考えさせながら、宮城県独自の志教育を

踏まえたキャリア教育を推進します。そして、将来の社会人としての自己を見据え、

主体的に学ぶ意欲と目標を持つよう指導していきます。 

 

※志教育とは 

小・中・高等学校の全時期を通じて、人や社会と関わる中で社会性や勤労

観を養い、集団や社会の中で果たすべき自己の役割を考えさせながら、将来

の社会人としてのよりよい生き方を主体的に求めさせていく教育。 

施  策  の  項  目 担当課 

18 蔵王町の志教育を踏まえたキャリア教育の推進 生涯学習課 
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（３）健康のための教育の推進 

児童・生徒の様々な心身の問題に対応するため、学校における健康のための教育

の充実を図ります。また、性的指向・性自認等に関する悩みを抱える児童・生徒に

に対し、適切かつきめ細やかな対応を行うとともに、他の児童・生徒に対しても理

解を促すなど、安全で安心な教育環境の実現に努めます。 

施  策  の  項  目 担当課 

19 児童・生徒の心身の健康を保つ学校保健の充実 教育総務課 

20 健康及び性に関する教育の充実 

教育総務課 

保健福祉課 

子育て支援課 
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基本目標４  職場における男女共同参画の推進              

人口減少や少子高齢化、ライフスタイルの多様化などにより、女性の労働力がま

すます求められています。女性の職業生活における活躍を進めるためには、男女の

特性に応じた就業形態があることを踏まえたうえで、職場における固定的な役割分

担意識や働き方の見直しを促進するとともに、職場全体でワーク・ライフ･バラン

ス（仕事と生活の調和）を推進します。また、多様で柔軟な働き方を選択すること

ができるような環境の整備に努めます。 

 

男女共同参画の推進に関する施策の方向 

（１）職場における女性の参画の促進 

職場における男女の均等な就業機会及び待遇を実質的に確保することにより、女

性が能力を十分に発揮できるよう、事業主等に対して男女雇用機会均等法の理解及

び遵守を促進します。また、女性の参画を進める取組みの啓発や情報提供を行うと

ともに、各種ハラスメントの防止対策に努めます。 

施  策  の  項  目 担当課 

21 男女の均等な就業機会及び待遇の確保 
まちづくり推進課 

農林観光課 

22 ポジティブ・アクション（男女労働者間の差を解消す 

るための企業の自主的取組み）に関する普及啓発 

まちづくり推進課 

農林観光課 

23 各種ハラスメントの防止対策 
まちづくり推進課 

農林観光課 

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

男性が育児や介護などの分野へ参画できるよう、社会的支援体制の充実を図りま

す。また、長時間労働の抑制や育児・介護休業の取得率向上など、働き方を改革し、

ワーク・ライフ・バランスを推進するための意識啓発を進めます。 

施  策  の  項  目 担当課 

24 育児・介護休業制度等を利用しやすい環境づくり 全課 

25 ワーク・ライフ・バランスに関する意識の啓発 全課 
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基本目標５  農林水産業・商工自営業における男女共同参画の推進     

女性は、農林水産業や商工自営業の重要な担い手の一員であることから、経営 

における方針決定過程への参画を促すための啓発活動等を推進します。 

    

男女共同参画の推進に関する施策の方向 

（１）経営への女性の参画促進 

農林水産業や商工自営業の経営における方針決定過程への女性の参画を促すた

め、啓発活動等を推進します。また、農業分野における家族経営は、女性の役割が

明確ではなく、仕事と家事の区分も不明確で、労働の対価を受けにくい状況にある

ことから、家族経営協定の締結促進など、男女が対等な立場で快適に働くための意

識啓発に努めます。 

 

※家族経営協定とは 

農業経営に携わる各世帯員が、経営方針の決定方法や経営・生活面での役

割分担、就業条件、収益分配方法などについて家族間の十分な話し合いによ

って取り決め、文書化するもの。 

この協定を締結して経営に参画している女性農業者には、認定農業者制度、

農業者年金制度、農業改良資金等の制度において優遇措置がある。 

施  策  の  項  目 担当課 

26 女性の経営参画を促すための啓発活動 
農林観光課 

農業委員会 

27 家族経営協定の普及推進 
農林観光課 

農業委員会 
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基本目標６  地域における男女共同参画の推進              

少子高齢化と人口減少社会が進む中、重要な生活の場となる地域において、住民 

自治活動をはじめとする地域づくり活動への女性の参画を支援します。 

また、晩婚化や未婚化、高齢者の単身世帯、離婚による一人親世帯が増加してお

り、特に女性については出産・育児・介護等による就業中断や非正規雇用などを背

景として、貧困などの困難な生活に陥りやすい状況にあるので、困難を抱えても安

心して暮らせる環境整備を進めます。 

 

 男女共同参画の推進に関する施策の方向 

（１）地域活動における男女共同参画の推進 

住民自治組織などが主体的、自主的に行う各種地域活動の場に、多様な年代の男

女の参画が進むよう、住民自治活動を支援します。 

また、まちづくり団体や民間非営利活動団体（ＮＰＯ）、企業等の社会貢献活動

に対する支援を行います。 

施  策  の  項  目 担当課 

28 住民自治活動等への多様な住民の参画促進 

まちづくり推進課 

生涯学習課 

保健福祉課 

29 まちづくり団体、ＮＰＯ、企業等の社会貢献活動支援 まちづくり推進課 

（２）高齢者、障がい者、単身者等の支援 

高齢・障がい・一人親世帯などの困難を抱えても、女性などが安心して生活を送

ることができるよう、相談体制や必要な情報の提供などを進めます。 

施  策  の  項  目 担当課 

30 相談体制や必要な情報等の提供 保健福祉課 
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基本目標７  地域防災における男女共同参画の推進              

平成 23年 3 月の東日本大震災を教訓に、男女共同参画の視点を取り入れた地域 

防災体制を確立し、今後の防災施策に反映させる必要があります。このため、防災

分野において、女性の意思及び意見を公正に反映できる体制づくりを進めます。 

 男女共同参画の推進に関する施策の方向 

 （１）地域防災計画策定等への女性参画の推進 

地域防災計画の策定等にあたり、防災分野における女性参画の重要性を認識し、

防災政策・方針決定過程における女性の意思及び意見を公正に反映させるため、防

災会議等への女性の登用を図ります。 

施  策  の  項  目 担当課 

31 防災会議等への女性登用の推進 総務課 

 （２）地域自主防災組織における女性参画の推進 

自主防災組織における、女性の参画が進むよう、防災指導員養成講座の女性の受 

講について支援します。 

施  策  の  項  目 担当課 

32 女性の防災リーダーの育成 総務課 

（３）防災活動における女性消防団員等の登用の推進 

大規模災害時等における女性参画の重要性を認識し、実践的な訓練計画等を策定 

するとともに、機能別消防団員及び女性消防団員の加入を促進します。 

施  策  の  項  目 担当課 

33 消防団への女性の入団促進 総務課 
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第３章 推進体制 

男女共同参画に関する施策は広範・多岐にわたることから、本計画を着実に推進

していくため、町の各課・各機関が一体となって取り組みます。また、国や県と緊

密な連携を図り、男女共同参画の推進に関する取組みを総合的に進めます。 

 

 １ 庁内推進体制の整備 

本計画を総合的かつ効果的に推進するため、男女共同参画担当部署であるまちづ

くり推進課が主体となり、庁内関係課による連絡調整会議を組織し、連携を図りな

がら、全庁的に施策に取り組みます。また、職員の男女共同参画に関する意識の啓

発に努めます。 

 

 ２ 住民参画の促進   

町民及び町民グループ、事業者等に対する情報提供を行い、広く男女共同参画の

推進を働きかけて事業を展開するとともに、男女共同参画に関する自主的な取組み

に対する支援を行います。 

 

 ３ 関係団体や事業者との連携 

経済団体や福祉団体、民間非営利活動団体（ＮＰＯ）等各種団体や事業者と連携

し、相互に協力し合える体制づくりを進めます。 

 

 ４ 計画の進行管理 

計画の実効性を確保するため、男女共同参画担当部署であるまちづくり推進課が

中心となって計画の進捗状況を把握し、外部の意見・評価も取り入れながら定期的

に計画の進行管理を行います。 
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参考資料 
 

◆男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）（抜粋） 

(都道府県男女共同参画計画等) 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下「都道府県男女共同

参画計画」という。)を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村

の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画(以下

「市町村男女共同参画計画」という。)を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

 

◆配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成 13 年法律第 31 号）（抜粋） 

(都道府県基本計画等) 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画(以下この条において「都道府

県基本計画」という。)を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策を実施するために必要な当該

都道府県、関係地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の

実施に関する重要事項 

３ 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案

して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する基本的な計画(以下この条において「市町村基本計画」という。)を定めるよう努めな

ければならない。 
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４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成の

ために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

◆女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）（抜粋） 

(都道府県推進計画等) 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する施策についての計画(以下この条において「都道府県推進計画」

という。)を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針(都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県

推進計画)を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策についての計画(次項において「市町村推進計画」という。)を定めるよう努める

ものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

 

◆困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和 4年法律第 52 号）（抜粋） 

（都道府県基本計画等） 

第８条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における困難な問題を抱える女性への

支援のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」

という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県 基本計画を勘

案して、当該市町村における困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する

基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は 変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村 基本計画の

作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 
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◆宮城県男女共同参画推進条例 （平成 13年 宮城県条例第 33号）（全文） 

 すべての個人は性別にかかわりなく、人として平等な存在であり、男女は、その違いを

認めつつ、互いの人権を十分に尊重しなければならない。 

 宮城県においては、男女平等の実現に向けて、男女共同参画推進プランの策定をはじめ、

様々な取組みがなされてきた。しかしながら、性別による固定的な役割分担意識やそれに

基づく社会慣行が存在している現況から、あらゆる分野での男女平等と男女共同参画社会

の実現を目指すには、県、県民及び事業者が一体となり総合的に取り組むことが重要であ

る。 

 

 少子高齢化の進展等社会経済構造の急激な変化が進む中で、県民が真に豊かで、安心と

ゆとりのある生活を実現していくためには、男女が共にその個性と能力とを十分に発揮で

きる環境が整備されなければならない。男女が、性別にとらわれることなく、共に対等な

立場に立って、労働、家庭生活、地域活動などをバランスよく営むことができる新しい生

活文化を創造することこそが、今強く求められている。 

 すべての県民の人権が平等に保障され、男女が共に責任を分かちあう社会を構築してい

くため、男女共同参画社会の早期実現を目指すことを決意し、ここに、この条例を制定す

る。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、宮城県（以下「県」 

という。）、 県民及び事業者の責務を明らかにするとともに、県の施策の基本的事項を

定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進し、もって新し

い生活文化を創造し、真に豊かで活力のある地域社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。   

一 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受でき、かつ、共に責任を担うべきことをいう。   

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範

囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 
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三 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手方の生活環境を害すること又

は性的な言動に対する相手方の対応によってその者に不利益を与えることをいう。 

（基本理念） 

第三条 男女共同参画の推進は、男女が平等に個人としての尊厳が重んぜられること、男

女が直接的であるか間接的であるかを問わず性別によっていかなる差別的な扱いも受け

ないこと、あらゆる分野において男女が共に個人としての能力を均等に発揮する機会が

確保されることその他の男女の人権が尊重されることなどを旨として、行われなければ

ならない。 

2 男女共同参画の推進に当たっては、固定的な性別役割分担意識に基づく制度又は慣習

その他の社会的制約が、男女の主体的で自由な活動の選択に対して影響を及ぼすことの

ないよう配慮されなければならない。 

3 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、家

事、育児、介護その他の家庭生活における活動と社会生活における諸活動に積極的かつ

平等に参加し、両立できることを旨として、行われなければならない。 

4 男女共同参画の推進は、男女の生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重され

ることを旨として、行われなければならない。 

5 男女共同参画の推進は、配偶者間その他の男女間におけるあらゆる暴力的行為（身体

的又は精神的な苦痛を著しく与える行為をいう。以下同じ。）の根絶を旨として、行われ

なければならない。 

6 男女共同参画の推進は、国際社会の目指すべき理想の一つであることにかんがみ、広

く世界に向けた視野に立って積極的に行われなければならない。 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共

同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及

び実施する責務を有する。 

2 県は、男女共同参画の推進に当たり、市町村、県民及び事業者と連携及び協働して取り

組むよう努める。 

3 県は、市町村に対し、男女共同参画の推進に関する計画の策定や施策等に関し、技術

的な助言、情報の提供その他の必要な措置を積極的に講ずるよう努める。 

4 県は、第一項に規定する施策を推進するために必要な体制を整備するとともに、財政

上の措置その他の措置を講ずるよう努める。 

（県民の責務） 
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第五条 県民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる

分野の活動に自ら積極的に参画するとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関す

る施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、男女共同参

画の推進に 自ら積極的に取り組み、男女が共同して事業活動に参画することができる

体制及び職業生活における活動と家庭生活における活動その他の活動とを両立して行う

ことができる職場環境を整備するよう努めるものとする。 

2 事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

第二章 基本的施策 

（男女共同参画推進のための基本計画） 

第七条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」と

いう。）を策定する。 

2 基本計画は、次に掲げる事項について定める。 

 一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

 二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 

3 知事は、基本計画を策定するに当たっては、県民の意見を反映することができるよう

適切な措置を講じなければならない。 

4 知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ宮城県男女共同参画審議会の

意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。 

5 知事は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表する。 

6 前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 （男女の均等な登用の推進等） 

第八条 県は、附属機関を組織する委員その他の構成員の選任に当たっては、附属機関の

設置及び構成員の選任等に関する条例（平成十二年宮城県条例第百十三号）第三条の規

定に基づき、男女の均等な登用に努めなければならない。 

2 県は、男女共同参画社会の推進のための教育や研修の機会を充実し、人材の養成に努

めるとともに、女性の人材に関する情報を積極的に収集、活用又は提供するよう努めな
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ければならない。 

 

（男女の共生教育の推進） 

第九条 県は、男女が生涯にわたって共に明るく生きがいのある社会を構築するために、

あらゆる教育の場を通じて人権尊重の精神を基盤とした個人の尊厳、男女平等、男女相

互の理解と協力についての意識をはぐくむよう努める。 

（農林水産業及び自営の商工業の分野における男女のパートナーシップの確立） 

第十条 県は、農林水産業及び自営の商工業の分野において女性が主体性を活かし、その

能力を十分に発揮し、正当な評価を受け、対等な構成員として方針の立案及び決定の場

に参画する機会が確保される社会を実現するため、必要な環境整備を推進する。 

第三章 男女の精神的・身体的権利侵害と差別の禁止 

（性別による権利侵害の禁止） 

第十一条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。 

2 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 

3 何人も、あらゆる場において、つきまとい等及びストーカー行為（ストーカー行為等

の規制等に 関する法律（平成十二年法律第八十一号）第二条第一項に規定するつきま

とい等及び同条第二項に規定するストーカー行為をいう。）を行ってはならない。 

4 何人も、あらゆる場において、男女間における暴力的行為を行ってはならない。   

 （公衆に表示する情報に関する留意） 

第十二条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による役割分担の固定化又は女性

に対する暴力的行為を助長し、又は連想させる表現を行わないよう努めなければならな

い。 

第四章 男女共同参画の推進体制 

（拠点施設の整備） 

第十三条 県は、配偶者間その他の男女間における暴力的行為の被害者の保護及び支援並

びにセクシュアル・ハラスメントの被害者からの相談への適切な対応等、当該被害者の

自立を総合的に支援する拠点施設を整備する。 

（調査研究） 

第十四条 県は、男女共同参画の推進に関する施策、社会における制度又は慣行が及ぼす

影響及び男女共同参画の推進を阻害する問題に関して必要な調査研究を行い、その成果
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を男女共同参画の推進に関する施策に適切に反映させるよう努めなければならない。 

 

（民間非営利活動団体との連携及び協働） 

第十五条 県は、男女共同参画社会の実現のため、民間非営利活動団体（宮城県の民間非

営利活動を促進するための条例（平成十年宮城県条例第三十六号）第二条第二項に規定

する民間非営利活動団体をいう。以下同じ。）との連携及び協働を図る。 

2 県は、民間非営利活動団体が行う男女共同参画に貢献する活動について、支援及び促

進を図る。 

（年次報告） 

第十六条 知事は、毎年、男女共同参画の推進状況及び男女共同参画の推進に関する施策

の実施状況を明らかにする報告書を作成し、議会に報告するとともに、これを公表しな

ければならない。 

第五章 相談及び苦情処理 

第十七条 知事は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進を阻害する要因

による人権侵害に関する県民又は事業者からの相談の適切な処理に努める。 

2 知事は、県が実施する男女共同参画に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及

ぼすと認められる施策に関する県民又は事業者からの苦情の適切な処理に努める。 

3 知事は、第一項の相談及び第二項の苦情を処理するため、男女共同参画相談員（以下

「相談員」という。）を置く。 

4 相談員は、次に掲げる事務を行う。 

 一 県民又は事業者からの相談及び苦情に応ずること。 

 二 前号の相談及び苦情を処理するために必要な調査、指導及び助言を行うこと。 

5 相談員は、前項の事務を行うに当たり、必要に応じて、関係行政機関と連携するもの

とする。 

第六章 宮城県男女共同参画審議会 

 （宮城県男女共同参画審議会） 

第十八条 基本計画その他男女共同参画に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を

調査審議するため、知事の附属機関として宮城県男女共同参画審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

 （組織） 
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第十九条 審議会は、知事が任命する委員二十人以内で組織する。 

2 男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の十分の四未満とならないものとする。

ただし、知事がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限りではない。 

3 委員の任期は二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。  

4 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

5 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

6 会長に事故があるときは、副会長が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第二十条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（専門委員） 

第二十一条 専門の事項を調査するために必要があるときは、審議会に専門委員を置くこ

とができる。 

2 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでとする。 

 （運営事項の委任） 

第二十二条 この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営について必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 

第七章 雑則 

 （規則への委任） 

第二十三条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

    附則  

 （施行期日） 

1 この条例は、平成十三年八月一日から施行する。 

 （附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

2 附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例（昭和二十八年宮城
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県条例第六十九号）の一部を次のように改正する。  

 

 別表に次のように加える。   

別表 

宮城県男女共同参画審議会の委員及び専門委員 出席一回につき 11，600 円 六級 

附則（平成一五年条例第一号）抄 

   （施行期日） 

 1 この条例は、平成十五年四月一日から施行し、同日以降の計画の策定、変更又は廃止に

ついて適用する。 
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蔵王町男女共同参画基本計画策定委員会 委員名簿 

No 委員選任区分 氏 名 所属組織・役職等 

1 蔵王町副町長 平間 喜久夫  

2 学識経験者 阿部 詩織 蔵王町農業委員 

3 学識経験者 若槻 倫子 蔵王町企画審議会委員 

4 住民団体等の会員 東海林 清子 蔵王町地域活動連絡協議会長 

5 住民団体等の会員 伊藤 みよ子 仲良しピーチク会 

6 学校教育関係者 松崎 正知 蔵王町父母教師会連合会長 

7 学校教育関係者 万城目 堅也 蔵王町小中学校校長会長 

8 事業所関係者 佐藤  満 蔵王町企業振興連絡協議会長 

9 事業所関係者 遠藤 厚子 蔵王町商工会女性部長 

10 町長が必要と認める者 我妻  敦 蔵王町社会福祉協議会統括局長 

11 町長が必要と認める者 日下 敬子 蔵王町消防団機能別団員代表 

12 町長が必要と認める者 日下 光義 教育委員会教育総務課長 

 

事務局（まちづくり推進課） 

 
No 役 職 氏 名 

1 課長 高橋 幸治 

2 まちづくり推進係長 我妻 健 

3 主査 川村 沙耶香 

4 主事 清水 健太 


